
 

（様式第１号） 

 

令和  年  年  日 

 

参 加 表 明 書 

 

古平町長 成田 昭彦 様 

 

 

 令和６年１２月１７日付けで公募公告のあった古平町包括業務委託の公募型

プロポーザルによる受託候補者の選定に参加したいので、参加表明書を提出し

ます。 

※裏面のプロポーザル参加資格要件を満たすことを確認の上、☑を記入 

 

 

【提出者】住    所 

     商号又は名称 

     代 表 者 名                   ㊞ 

     電 話 番 号 

 

 

 

 

 

 

（連絡担当者） 

商号又は名称  

所属、部署  

氏      名  

連
絡
先 

電話番号  

fax番号  

e-mail  

 

 

 

 

 

 

 

 



□ 地方自治法施行令第１６７条の４第１項及び第２項各号に規定する者に該

当しないこと。 

□ 参加申出書の提出時において、町から指名停止措置を受けていないこと。 

□ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立て

をしている者（同法第３３条第１項に規定する再生手続開始の決定を受け

た者を除く。）又は会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更

生手続開始の申立てをしているもの若しくは更生手続き開始の申立てがさ

れている者（同法第４１条第１項に規定する更生手続開始の決定を受けた

ものを除く。）でないこと。 

□ 以下に該当する者が役員でないこと。 

   ア 法律行為を行う能力を有しない者 

   イ 破産者で復権を得ない者 

   ウ 禁錮以上の刑に処せられている者 

□ プロポーザル参加者本人又は役員等が次のいずれにも該当しないこと及び

次に掲げる者がその経営に実質的に関与していないこと。 

   ア 古平町における暴力団の排除の推進に関する条例（平成２４年条例

第１２号）第２条に規定する暴力団、暴力団員、暴力団員等及び暴力

団経営支配法人 

□ 政治団体（政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第３条の規定に

よるもの）及び宗教団体（宗教法人法（昭和２６年法律第１２６号）第２

条の規定によるもの）でないもの。 

□ 実施要領の３(１)ウに定める参加申請書の提出期限から起算して３年以内

に、法人の事業等において刑法等の重大な法令に違反して罰則を受けてい

ないこと。 

□ 過去３年間に、学校など特定給食施設での調理業務において食品衛生法（昭 

 和２２年法律第２３３号）の営業停止処分を受けていないこと。 

□ 国税、地方税に未納税額がない団体であること。（団体名義で課税されているすべての

税目に未納がないこと。） 


